
令和2年度
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金戸建住宅におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化支援事業

■ＺＥＨ支援事業

交付申請書作成ガイド
＜ 一般公募（一次～三次公募）、新規取り組みZEHビルダー/プランナー向け公募 編 ＞



１．はじめに



本動画では、令和２年度 ＺＥＨ支援事業

●一般公募（一次～三次公募）
●新規取り組みZEHビルダー/プランナー向け公募

交付申請書作成手順について説明します

公募要領P34以降の「交付申請の方法」「交付申請書及び添付書類の入力例」を併せてご覧ください。

※ 補助事業の詳細は、公募要領をご確認ください。
※ 一般公募（四次公募）については、後日公表される公募要領（四次公募）をご確認ください。



公募期間中に公募予算に達した際は、その前日をもって公募を終了し、予算に達した日以降に
到着した申請分は、原則受理しませんので十分注意してください。

公募期間

（１）一般公募

一次公募 ５月 ７日（木） １０時 ～ ６月１９日（金） １７時（必着）
二次公募 ７月 ６日（月） １０時 ～ ８月２１日（金） １７時（必着）
三次公募 ８月３１日（月） １０時 ～ ９月２５日（金） １７時（必着）

（２）新規取り組みZEHビルダー/プランナー向け公募

５月 ７日（木） １０時 ～ ８月２１日（金） １７時（必着）



交付申請に必要な様式や定型様式のデータは、ＳＩＩホームページ内 「令和２年度 ＺＥＨ支援事業」の
「公募情報」ページで公開しています。 ダウンロードして使用してください。
https://sii.or.jp/moe_zeh02/support/public.html

申請様式の設置場所

１
「公募情報」
をクリック

２
画面を下スクロールし
設置ファイルをダウン
ロード



２．交付申請書の作成方法



令和２年度 戸建住宅におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化支援事業のうちＺＥＨ支援事業

No. 書類名 内容 区分 様式 作成例

① 交付申請書 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入すること ● 様式第１ P３８～４１

② 誓約書 ・ＳＩＩが指定する誓約書に記入すること ● 定型様式１-４ Ｐ４２

③ 実施計画書
・申請する住宅の概要及び導入する設備の情報を記入
すること

● 定型様式１-１ P４３～４４

④ 交付申請額算出表 ・補助金交付申請予定額を算出すること ○ 定型様式１-２ P４５～４６

⑤

建
築
図
面

配置図
・真北と建物との方位角が記載されていること
・狭小住宅においては敷地の求積計算も記入し提出すること

●
様式自由
（Ａ３用紙）

－
⑥

平面図
（兼設備設置図）

・各階毎に部屋名・寸法が記載されていること
・補助対象となる全ての設備について設置場所を記入
すること

⑦ 立面図（四面）
・東西南北の四面が全て記載されていること
・断面図と同等に階高等が記載されていること
（太陽光発電のパネルが記載されていること）

⑧

申
請
の
場
合

狭
小
住
宅
に
よ
る

登記事項証明書
・申請する住宅の敷地について法務局で登記事項証明書、
地積測量図、公図を取得し、その写しを提出すること

○ － －

⑨ 地積測量図、公図 ○ － －

⑩ 都市計画図等
・建設地の用途地域、北側斜線の種別が表示された資料を
提出すること

○ － －

⑪ 敷地写真（１枚） ・敷地の全景が確認できるように撮影すること ○ － －

⑫
リースの
場合

リース契約書（案）

・一括リース契約であることが確認できるもの
・リース料金から補助金相当分が減額されていること
・リースの期間は原則法定耐用年数以上とすること。法定耐用
年数を下回る契約である場合にあっては、リースの期間終了
後に申請者に所有権移転が行われる契約となっていること

○ 様式自由 －

リース料金計算書
・蓄電システムをリースで導入し、補助対象費用に計上する
場合のみ記載すること

○ 定型様式１-● Ｐ４７

⑬ 本人確認書類の写し

・運転免許証、健康保険証、日本国パスポート、外国人登録
証明書、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保険福
祉手帳、印鑑登録証明書のいずれか１つ
・有効期限内のもの
（印鑑登録証明書の場合は発行日が申請日より３か月以内
のもの）

● － －

⑭ 提出書類内容チェックリスト
・①～⑫の書類について、添付漏れや記入の不備がないか
チェックすること （手続代行者のチェックでも可）

● 定型様式１-５ P３７

36

・提出書類は、下記の順番に、「固定式クリアファイル（Ａ４）」へ綴じ込み提出してください。
・建築図面は全てＡ３で作成して提出してください。

凡例 ●：提出必須の書類 ○：申請内容に該当する場合のみ書類を提出

交付申請 提出書類一覧表４ -２

＜ご案内＞
公募要領、申請様式をお手元にご用意ください。

交付申請 提出書類一覧表

公募要領 Ｐ３６

交付申請書類の一覧は、
公募要領Ｐ3６「交付申請 提出書類一覧」を参照してください。

①「交付申請書」から順に記入方法について解説します。



＜基本事項＞
●申請様式の黄色い記入欄は必須入力欄です。
他の申請書類にも同じ情報を転記する欄がある項目は自動転記されます。

●黄色以外の記入欄は、必要に応じて記入してください。

１
書類作成日を記入してください。

１

２
申請時点の現住所を記入すること。
※建設予定地ではありません。

２

３
必ず押印すること。

３

４
共同申請者※がいる場合は、記入する
こと。

※親子、夫婦等で持分所有する場合
や、蓄電システムのリース会社等が
該当します。

４

様式第１ 交付申請書 １/５

公募要領 Ｐ３８



● 「４．補助金交付申請予定額」 は、 「交付申請額算出表」を作成すると自動転記されます。

２

１

１ ＳＩＩが申請書を受領してから交付決定まで約３週間の審査期間を要しますので、
「開始年月日予定日」は、申請書の提出日から3週間以上あけた日付にしてください。

２
公募要領Ｐ２０を確認して、公募ごとに定められた事業期間内となる日付を記入してください。

様式第１ 交付申請書 ２/５

公募要領 Ｐ３9



公募要領 P40
様式第１ 交付申請書 ４/５
（暴力団排除に関する誓約事項）

● この書類は入力不要です。内容を熟読の上、提出してください。



● 蓄電システムをリース導入する事業は、共同事業者（リース会社）の役員名簿を提出してください。

公募要領 P41
様式第１ 交付申請書 ５/５
（役員名簿）

申請者が個人の場合は提出不要です。



● 誓約事項を熟読し、申請内容に間違いがないことを確認した上で署名・捺印してください。

公募要領 P42
定型様式1-4 誓約書 １

１

誓約書の記入は、入力、直筆どちらでも結構です。

２

２ 申請者１の押印は、登録印以外も可とします。
申請者２の共同申請者がリース事業者の場合は、代表者印を押印してください。
手続代行者の押印は、登録印（社印または代表者印）を押印してください。

２

２



● 実施計画書は、申請する補助対象住宅の基礎情報や技術情報を記入する書類です。
● 黄色い入力項目は必須入力項目なので必ず記入してください。

それ以外の記入欄は、申請する住宅に該当する項目について記入してください。

公募要領 P43
定型様式1-1 実施計画書1/2

1

2

0

交付申請時は
「ZEH支援事業 実施計画書」を
プルダウン選択してください。

0

原則、地番を入力してください。
区画整理予定地等で地番が確定して
いない場合は、判明している範囲で入
力してください。

1

補助対象住宅の床面積を各階ごとに
記入してください。

2
3

BELS評価書取得予定の数値を
記入してください。

3



5

リースにて蓄電システムを導入する場合
は、チェックを入れてください。

5

6

ZEHビルダー/プランナー情報を入力し
てください。
支店登録をしている場合は、グループ
番号を忘れずに記入してください。

6

公募要領 P43
定型様式1-1 実施計画書1/2
の続き

他の補助金等に申請している、または
申請予定の場合はその補助金等の名
称を必ず記入してください。

4

4

7

必要事項を全て入力してください。
携帯電話番号、メールアドレスは正確
に記入してください。

7

● 実施計画書は、申請する補助対象住宅の基礎情報や技術情報を記入する書類です。
● 黄色い入力項目は必須入力項目なので必ず記入してください。

それ以外の記入欄は、申請する住宅に該当する項目について記入してください。



● 交付申請時はメーカー名、型番は不問です。実績報告時に、記入してください。
● 交付申請時に作成した実施計画書ファイルは、実績報告書提出時にも使用します。
作成したファイルデータは必ず保管してください。

● 公募要領Ｐ２３「設備などの要件及び補助対象設備等一覧」を必ず確認してください。

１

１
主たる居室には区分「い」の機器を必ず導入してください。
その他の居室に区分「い」の機器を導入する場合は、記入してください。
その他の居室に区分「ろ」「は」の機器を導入する場合は入力不要です。
床下などに個別エアコンを設置する際の設置場所欄は、「居室以外」を選択してください。

２

２
公募要領P24の「※6」に該当する場合は、
COP記入欄をAPF記入欄と読み替えて、ＡＰＦ値を入力してください。
※SIIに事前にご相談ください。

公募要領 P4４
定型様式1-1 実施計画書２/2



● 公募要領Ｐ２３「設備などの要件及び補助対象設備等一覧」を必ず確認してください。

３

導入する換気設備をプルダウン選択し
て性能値を入力してください。
プルダウン選択枝にない設備を導入す
る際は、一番下の行に入力してください。

熱交換機器を選択する際は、熱交換
率を入力してください（比消費電力の
入力は不要です）。

３

４

導入する給湯設備をプルダウン選択し
て性能値を入力してください。
＜公募要領Ｐ23 機器要件を満たさ
ない機器は補助対象外になるので要
注意すること！＞
プルダウン選択枝にない設備を導入す
る際は、一番下の行に入力してください。

４

５

蓄電システムを導入する場合は、チェッ
クを入れてください。

５

公募要領 P4４
定型様式1-1 実施計画書２/2
のつづき



● 蓄電システムを導入しない事業は、この書式は提出不要です。
蓄電システムを申請する場合は必ず提出してください。

定型様式1-2 交付申請額算出表

１

１

「（算出表別紙１）蓄電システム明細」を入力すると
自動転記されるので、この書式への入力は不要です。

公募要領 P4５
定型様式1-２ 交付申請額算出表



● 補助対象となる蓄電システムをＳＩＩの蓄電システム製品登録一覧から選択して、
対象機器の情報を入力してください。

１

１
「本事業の蓄電システム登録済製品一覧」または
「平成３１年度 ＺＥＨ支援事業の蓄電システム登録済製品一覧」を参照し、
対象機器情報を入力してください。

https://sii.or.jp/zeh/battery/search

公募要領 P46
定型様式1-２ 交付申請額算出表
別紙１ 蓄電システム明細



この書式は、蓄電システムをリースで導入する場合のみ提出してください。

定型様式1-3
蓄電システムリース料金計算書

公募要領Ｐ47 機器導入費用から、補助金額を引いた残額を元金としたリース契約としてください。
リース期間は、本事業の財産管理期間となる６年間（72カ月）以上としてください。

１

１
黄色の項目に入力すると、
白項目に計算結果が反映されます。



３．添付書類・添付図面の解説



令和２年度 戸建住宅におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化支援事業のうちＺＥＨ支援事業

No. 書類名 内容 区分 様式 作成例

① 交付申請書 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入すること ● 様式第１ P３８～４１

② 誓約書 ・ＳＩＩが指定する誓約書に記入すること ● 定型様式１-４ Ｐ４２

③ 実施計画書
・申請する住宅の概要及び導入する設備の情報を記入
すること

● 定型様式１-１ P４３～４４

④ 交付申請額算出表 ・補助金交付申請予定額を算出すること ○ 定型様式１-２ P４５～４６

⑤

建
築
図
面

配置図
・真北と建物との方位角が記載されていること
・狭小住宅においては敷地の求積計算も記入し提出すること

●
様式自由
（Ａ３用紙）

－
⑥

平面図
（兼設備設置図）

・各階毎に部屋名・寸法が記載されていること
・補助対象となる全ての設備について設置場所を記入
すること

⑦ 立面図（四面）
・東西南北の四面が全て記載されていること
・断面図と同等に階高等が記載されていること
（太陽光発電のパネルが記載されていること）

⑧

申
請
の
場
合

狭
小
住
宅
に
よ
る

登記事項証明書
・申請する住宅の敷地について法務局で登記事項証明書、
地積測量図、公図を取得し、その写しを提出すること

○ － －

⑨ 地積測量図、公図 ○ － －

⑩ 都市計画図等
・建設地の用途地域、北側斜線の種別が表示された資料を
提出すること

○ － －

⑪ 敷地写真（１枚） ・敷地の全景が確認できるように撮影すること ○ － －

⑫
リースの
場合

リース契約書（案）

・一括リース契約であることが確認できるもの
・リース料金から補助金相当分が減額されていること
・リースの期間は原則法定耐用年数以上とすること。法定耐用
年数を下回る契約である場合にあっては、リースの期間終了
後に申請者に所有権移転が行われる契約となっていること

○ 様式自由 －

リース料金計算書
・蓄電システムをリースで導入し、補助対象費用に計上する
場合のみ記載すること

○ 定型様式１-● Ｐ４７

⑬ 本人確認書類の写し

・運転免許証、健康保険証、日本国パスポート、外国人登録
証明書、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保険福
祉手帳、印鑑登録証明書のいずれか１つ
・有効期限内のもの
（印鑑登録証明書の場合は発行日が申請日より３か月以内
のもの）

● － －

⑭ 提出書類内容チェックリスト
・①～⑫の書類について、添付漏れや記入の不備がないか
チェックすること （手続代行者のチェックでも可）

● 定型様式１-５ P３７

36

・提出書類は、下記の順番に、「固定式クリアファイル（Ａ４）」へ綴じ込み提出してください。
・建築図面は全てＡ３で作成して提出してください。

凡例 ●：提出必須の書類 ○：申請内容に該当する場合のみ書類を提出

交付申請 提出書類一覧表４ -２

● 都市部狭小地でZEH Orientedとして申請する場合は、計画地が「北側斜線のかかる住居系地域にあり」
「敷地面積が８５㎡未満であること」を示して頂く必要があります。

● 公募対象となるZEH Orientedについては、公募要領１４ページを確認してください。

交付申請 提出書類一覧表
建築図面

１

１

都市部狭小地の住宅をZEH Orientedとして申請する場合のみ、
求積図も提出してください。（それ以外の場合は不要です）

公募要領Ｐ３６

２

２
都市部狭小地の住宅をZEH Orientedとして申請する場合のみ、
提出してください。（それ以外の場合は不要です）



令和２年度 戸建住宅におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化支援事業のうちＺＥＨ支援事業

No. 書類名 内容 区分 様式 作成例

① 交付申請書 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入すること ● 様式第１ P３８～４１

② 誓約書 ・ＳＩＩが指定する誓約書に記入すること ● 定型様式１-４ Ｐ４２

③ 実施計画書
・申請する住宅の概要及び導入する設備の情報を記入
すること

● 定型様式１-１ P４３～４４

④ 交付申請額算出表 ・補助金交付申請予定額を算出すること ○ 定型様式１-２ P４５～４６

⑤

建
築
図
面

配置図
・真北と建物との方位角が記載されていること
・狭小住宅においては敷地の求積計算も記入し提出すること

●
様式自由
（Ａ３用紙）

－
⑥

平面図
（兼設備設置図）

・各階毎に部屋名・寸法が記載されていること
・補助対象となる全ての設備について設置場所を記入
すること

⑦ 立面図（四面）
・東西南北の四面が全て記載されていること
・断面図と同等に階高等が記載されていること
（太陽光発電のパネルが記載されていること）

⑧

申
請
の
場
合

狭
小
住
宅
に
よ
る

登記事項証明書
・申請する住宅の敷地について法務局で登記事項証明書、
地積測量図、公図を取得し、その写しを提出すること

○ － －

⑨ 地積測量図、公図 ○ － －

⑩ 都市計画図等
・建設地の用途地域、北側斜線の種別が表示された資料を
提出すること

○ － －

⑪ 敷地写真（１枚） ・敷地の全景が確認できるように撮影すること ○ － －

⑫
リースの
場合

リース契約書（案）

・一括リース契約であることが確認できるもの
・リース料金から補助金相当分が減額されていること
・リースの期間は原則法定耐用年数以上とすること。法定耐用
年数を下回る契約である場合にあっては、リースの期間終了
後に申請者に所有権移転が行われる契約となっていること

○ 様式自由 －

リース料金計算書
・蓄電システムをリースで導入し、補助対象費用に計上する
場合のみ記載すること

○ 定型様式１-● Ｐ４７

⑬ 本人確認書類の写し

・運転免許証、健康保険証、日本国パスポート、外国人登録
証明書、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保険福
祉手帳、印鑑登録証明書のいずれか１つ
・有効期限内のもの
（印鑑登録証明書の場合は発行日が申請日より３か月以内
のもの）

● － －

⑭ 提出書類内容チェックリスト
・①～⑫の書類について、添付漏れや記入の不備がないか
チェックすること （手続代行者のチェックでも可）

● 定型様式１-５ P３７
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・提出書類は、下記の順番に、「固定式クリアファイル（Ａ４）」へ綴じ込み提出してください。
・建築図面は全てＡ３で作成して提出してください。

凡例 ●：提出必須の書類 ○：申請内容に該当する場合のみ書類を提出

交付申請 提出書類一覧表４ -２

● 各階平面図内に、補助対象設備の設置場所を明記してください。

交付申請 提出書類一覧表
建築図面のつづき

【記入例①】
公募要領Ｐ３６

室外機

高
効
率
エ
ア
コ
ン

エコキュート

床暖房

床暖房

床暖用HP

24h 24h

空調：高効率個別エアコン、温水式床暖房（電気式ヒートポンプ熱源機）
換気：壁付式第3種換気 2台
給湯：エコキュート
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No. 書類名 内容 区分 様式 作成例

① 交付申請書 ・ＳＩＩが指定する交付申請書に記入すること ● 様式第１ P３８～４１

② 誓約書 ・ＳＩＩが指定する誓約書に記入すること ● 定型様式１-４ Ｐ４２

③ 実施計画書
・申請する住宅の概要及び導入する設備の情報を記入
すること

● 定型様式１-１ P４３～４４

④ 交付申請額算出表 ・補助金交付申請予定額を算出すること ○ 定型様式１-２ P４５～４６

⑤

建
築
図
面

配置図
・真北と建物との方位角が記載されていること
・狭小住宅においては敷地の求積計算も記入し提出すること

●
様式自由
（Ａ３用紙）

－
⑥

平面図
（兼設備設置図）

・各階毎に部屋名・寸法が記載されていること
・補助対象となる全ての設備について設置場所を記入
すること

⑦ 立面図（四面）
・東西南北の四面が全て記載されていること
・断面図と同等に階高等が記載されていること
（太陽光発電のパネルが記載されていること）

⑧

申
請
の
場
合

狭
小
住
宅
に
よ
る

登記事項証明書
・申請する住宅の敷地について法務局で登記事項証明書、
地積測量図、公図を取得し、その写しを提出すること

○ － －

⑨ 地積測量図、公図 ○ － －

⑩ 都市計画図等
・建設地の用途地域、北側斜線の種別が表示された資料を
提出すること

○ － －

⑪ 敷地写真（１枚） ・敷地の全景が確認できるように撮影すること ○ － －

⑫
リースの
場合

リース契約書（案）

・一括リース契約であることが確認できるもの
・リース料金から補助金相当分が減額されていること
・リースの期間は原則法定耐用年数以上とすること。法定耐用
年数を下回る契約である場合にあっては、リースの期間終了
後に申請者に所有権移転が行われる契約となっていること

○ 様式自由 －

リース料金計算書
・蓄電システムをリースで導入し、補助対象費用に計上する
場合のみ記載すること

○ 定型様式１-● Ｐ４７

⑬ 本人確認書類の写し

・運転免許証、健康保険証、日本国パスポート、外国人登録
証明書、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保険福
祉手帳、印鑑登録証明書のいずれか１つ
・有効期限内のもの
（印鑑登録証明書の場合は発行日が申請日より３か月以内
のもの）

● － －

⑭ 提出書類内容チェックリスト
・①～⑫の書類について、添付漏れや記入の不備がないか
チェックすること （手続代行者のチェックでも可）

● 定型様式１-５ P３７
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・提出書類は、下記の順番に、「固定式クリアファイル（Ａ４）」へ綴じ込み提出してください。
・建築図面は全てＡ３で作成して提出してください。

凡例 ●：提出必須の書類 ○：申請内容に該当する場合のみ書類を提出

交付申請 提出書類一覧表４ -２

● 各階平面図内に、補助対象設備の設置場所を明記してください。

交付申請 提出書類一覧表
建築図面のつづき

【記入例②】
公募要領Ｐ３６

室外機

高効率エアコン
（床下設置）

換気扇本体
（ダクト式1種）

エコジョーズ

空調：高効率個別エアコン（床下設置）
換気：ダクト式第1種換気（熱交換タイプ）
給湯：エコジョーズ



４．お問い合わせ



「ＺＥＨ支援事業」の質問にＡＩが２４時間お答えする自動応答サービスを設置しています。
補助事業の要件についてのお問合せにご活用ください。



お電話によるお問い合わせはこちらです。




